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１．電力システム改革の概要



4電力システム改革以前（～Ｈ２７年）の電気事業制度の流れ

 日本の電気事業体制は、戦前の過当競争時代、戦中の国家管理の時代を経て、戦後地域独占の発
送電一貫体制が形成されたが、世界的な規制緩和の流れを受けてＨ７年以降４次にわたって制度
改革が進められ、発電市場と小売市場が段階的に開放されていった。

制度改革後（～H27年）制度改革前（～H7年）
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出典：第１２回電力システム改革専門委員会資料
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東日本大震災や原子力事故を契機に、従来の電力システムの抱える様々な課題が明らかになった。

①原子力への依存度が低下する中で、分散型電源や再生可能エネルギー等、多様な電源の活用が不
可避になった。

②電気料金の上昇圧力の中で、競争の促進等により電気料金を最大限抑制することが一層重要に
なった。

③地域毎に供給力を確保するのではなく、広域的な系統運用を拡大し発電所を全国大で活用するこ
とが必要になった。

④電力会社や料金メニュー、発電種類を選びたいという需要家のニーズに多様な選択肢で応えるこ
とが必要になった。

⑤需要に応じて供給を積み上げるだけではなく、需給の状況に応じて、ピークとピーク以外の料金
に差を付ける等の工夫によって、需要抑制が必要になった。

⇒上記課題より、従来の地域ごとに独占的事業者が供給する仕組みを見直し、様々な事業者の参入や
競争、全国レベルでの供給力の活用、需要家の選択によるスマートな消費など、より柔軟なシステ
ムにより、電力の低廉かつ安定的な供給を一層進めることへの社会的要請が高まった。

東日本大震災と電力システム改革

戦後最大の電力システム改革



6電力システム改革スケジュール

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度以降

第1
段階

第2
段階

第3
段階

電気事業法改正
電力広域的運営推進機関
業務開始

小売全面自由化
ライセンス制、計画値同時同量制

H27/4/1H25/11/20

H28/4/1

送配電部門の法的分離
小売料金規制撤廃

H26/6/18

H32/4/1H27/6/24

電気事業法改正

電気事業法改正



77【改革１】小売の自由化範囲拡大

出所：一般電気事業部門別収支計算書、電力調査統計

 H12年の特別高圧の自由化から始まり、H16年・H17年の高圧と段階的に自由化。
 本年4月の小売全面自由化により、一般電気事業者が独占的に電気を供給していた約8兆円の電力市場
（低圧）が開放。これにより、全国で約8,500万の家庭・低圧需要家等が、新たに電力供給会社を選択可能。

 ただし、需要家保護のため、少なくとも第3段階（H32年）までは、現行の一般電気事業者の規制料金メュー
も選択可能。

（電圧Ｖ）
【契約kW】

【50kW】

【500kW】

【2,000kW】
（20,000V）

（100～200V）

（6,000V）

（注）沖縄電力の自由化の範囲は2万kW、6万V以上から、平成16年（2004年）４月に特別高圧需要家（原則2千kW以上）に拡大。

【高圧業務用】
ｽｰﾊﾟｰ、
中小ﾋﾞﾙ

電力量 １９％

電力量 ９％

【高圧Ｂ】
中規模工場

【高圧Ａ】
小規模工場
電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

電力量 ２６％

自由化部門

【高圧Ａ】 小規模
工場

電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用（500kW以上）】

ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ

自由化部門 自由化部門

電力量 ４０％

【高圧業務用】
500kw未満

電力量 １４％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用】ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ
【高圧Ａ】 小規模工場

2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～

【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

【低圧】 コンビニ、事業所等

電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３２％

電力量 ６２％
（2013年度時点）

【低圧】 コンビニ、事業所等
電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３８％

規制部門

規制部門

規制部門

電力量 ７４％ 電力量 ６０％ 電力量 ３８％
（2013年度時点）

H12年3月～ H16年4月～ H17年4月～

６３％

３７％



88【改革２】一般電気事業者の法的分離

 H28年4月にライセンス制を導入された。電気事業を「発電事業者」「送配電事業者」「小売電気事業者」に分
類し、それぞれの事業の特性に応じて、参入・退出規制や各種義務を課された。

 H32年以降、既存の電力会社が運用している送配電網を、新規参入の再生可能エネルギー発電会社等が
公平に利用できるよう、送配電部門を別会社化（法的分離）して独立性を高める。

出所：総合資源エネルギー調査会 総合部会第２回会合
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9【改革の条件整備】需給・取引に関する監視機能等の整備

 改革１，２に先立って広域機関と電力取引監視等委員会を創設し、戦後最大の電力システム改革に向け、
安定供給と適正取引確保のための条件整備を確立。

役員選解任、定款・
規定・指針、事業計
画・予算の認可

需給状況監視、
指示、監督

取引

託送可否判定

中立性・公平性
の監視

適切な取引の
監視電力広域的運営推進機関

経済産業大臣
電力取引監視等委員会

日本卸電力取引所

電気事業者

送配電事業者
小売電気事業者

発電事業者託送

委員任命

法人指定
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２．広域機関の役割と事業内容
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①会員その他電気供給事業者が遵守すべきルールを策定する。

②需給ひっ迫時における需給調整（電源の焚き増し、電力融通を指示）や、それに伴う連系
線管理を行う。

③周波数変換所や地域間連系線などの広域連系系統の整備計画を立案し、推進する。

④全国大の電力需要予測と、その電力供給計画のバランスを取りまとめ、再エネ大量導入等
による需給バランス調整のための調整力・予備力のあり方の検討などを行う。

⑤系統利用者の利便性を向上させるための施策を行う。

広域機関の主な業務

広域機関の役割

 広域機関設立以前の需給管理等は、区域（供給エリア）ごとに行うことが原則とされていたため、
連系線の増強や他地域からの電力融通等は、事業者の自発性に委ねられていた。

 広域機関が設立され、電源の広域的活用に必要な送配電網の整備や、全国大での平常時・緊急時
の需給調整機能強化等の役割を担うこととなった。



12広域機関の組織構成

組 織
• 電気事業法に定める認可法人
• すべての電気事業者に広域機関の加入義務

名称

電力広域的運営推進機関
（OCCTO：Organization for Cross-regional 
Coordination of Transmission Operators, 
JAPAN）

会員数
（電気事業法に
定める事業者）
H28年8月9日時点

• 一般送配電事業者： 10
• 送電事業者 ： 2
• 特定送配電事業者： 17
• 小売電気事業者 ：334
• 発電事業者 ：485

合計： 848事業者（795社）

会員（全電気事業者）

役員
（理事会）

運営に関する重要
事項等を審議

定款、業務規程等
役員の選任・解任

総会

評議員会

事務局（約140名)

総務部 企画部 計画部

運用部 監査室
紛争解決
対応室

（※）会員企業からの出向者の他、プロパー職員
（中途採用、新卒）も順次増員中。
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①ルールの策定
広域機関が定めるルール

 会員に関する事項

 総会に関する事項

 役員に関する事項

 評議員会に関する事項

 会費に関する事項

 財務及び会計に関する事項 等

計画業務

長期の需給バランス評価、電源入札

広域系統の長期方針や整備計画の策定

系統アクセス業務 等

運用業務

需給状況悪化時の改善指示

地域間連系線の運用・管理 等

 その他

需要者スイッチング支援

紛争解決 等

広域機関の業務及びその執行に関する事項

計画業務

供給計画の提出

調整力の確保 等

運用業務

小売・発電事業者の同時同量

一般送配電事業者の系統運用

 FIT特例制度 等

その他

停電実績等の電力需給に関する
情報提供 等

会員その他電気供給事業者が、送配電等業
務の実施において従うべき事項

（参考）電気事業法第２８条の１８ （参考）電気事業法第２８条の４１ （参考）電気事業法第２８条の４５

広域機関の根本規則

業務規程 送配電等業務指針定款

 広域機関では、定款、業務規程、送配電等業務指針の３つの規程を有しており、Ｈ２８年４月の第２段階
に合わせて変更した。

 ルール変更をする際は経済産業省が上記規程の認可基準を策定し、それに基づき広域機関にて変更案
を策定後、経済産業省が認可する。
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 広域機関システムを利用して日本全国の電力需給の状況を24時間365日監視。

 需給ひっ迫時には、会員（電気事業者）に対して需給状況の改善（融通、焚増し）を指示。（電気事業法第28
条44） ）

東北

北海道

関西

四国
九州

中国

北陸

沖縄

監視、会員へ指示

中部

東京

広域機関

【H27年4月8日】
東京電力地域ひっ迫
緊急融通指示
東京 ← 東北、中部
（100万kW）

【H27年9月26日】
四国電力地域ひっ迫
緊急融通指示
四国 ← 中国

(50万kW)

（注）各エリア内の周波数制御は、
これまで通り各社中央給電
指令所で実施

②需給監視・連系線管理
電力需給状況の監視・悪化時の指示
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広域運用センター指令室

 全国大での需給監視、連系線利用管理等を各エリアをまたいで一元的に行うため、新たに広域機関システ
ムを開発し、H28年4月に運開した。

 広域機関システムは、各地域の中央給電指令所および託送契約窓口のシステムと連携し、発電・小売電気
事業者の需給計画を受付け、事業者間の料金の精算等を行うための情報ハブとしての機能も有する。

作業停止計画管理機能

系統・需給監視機能

広域周波数調整機能

供給計画管理機能

需給・予備力管理機能

融通指示支援機能

連系線利用計画管理機能

系統情報公表機能

広域機関システム主要機能

小売
電気事業者

経済産業省 日本卸電力取引所

発電事
業者等

送電
事業者

一般
送配電
事業者

特定
送配電
事業者

広域機関システム

②需給監視・連系線管理
広域機関システムの概要
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②需給監視・連系線管理
連系線利用管理～管理内容

連系線利用管理の内容 系統情報サービスの画面

URL:http://www.occto.or.jp/

 系統情報サービスに公表される空容量の範
囲内で先着順に連系線の利用計画を登録

 連系線故障時等、混雑が発生する場合には、
最後着の利用計画分から順に抑制

 連系線を利用した電力の送電可否判定等を可能とするため、事業者から連系線利用計画等の各種計画
を広域機関が一元的に管理。

 地域間を結ぶ連系線を管理し運用容量やマージンを広域機関にて設定。連系線の混雑(計画潮流が運
用容量を超えること)発生時には、計画潮流に登録された利用計画および通告値を整理し混雑を解消。

 連系線等の系統情報を広域機関のウェブサイト上にて一般公表。（系統情報サービス）
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③広域系統整備計画立案
広域系統長期方針

 次の３つの軸を基本方針として、広域系統長期方針を策定中。
Ⅰ.適切な信頼度の確保（系統の役割に応じた供給信頼度、大規模災害時の電力供給確保）
Ⅱ.電力系統利用の円滑化・低廉化（エネルギーミックスの実現、電力市場の活性化）
Ⅲ. 電力流通設備の健全性確保（効率的な老朽設備更新・形成の計画的推進）

既存の将来計画（＝供給計画（10か年））
 需要想定
 設備（発送変）の新増設および廃止

電力需給および流通設備の現状
 需要、電源
 送変電設備の状況（経年情報含む）
 広域連系系統の利用・運用状況 等々

広域連系系統の果たすべき機能の充実
（安定性向上、経済合理的な電源の利用、予備力の適正な配置、スケールメリット、広域周波数調整 等々）

広域系統長期方針は、10年を超える将来を見通し、我が国全体の広域連系
系統のあるべき姿およびその実現に向けた考え方を示すもの

政策方針および社会的要請

 エネルギーミックス
 再エネ導入目標
 広域メリットオーダー
 大規模災害対応

 安定供給
 新たな電力供給形態（DR、ネガワット取引）
 市場活性化
 低廉な電気料金 等々
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③広域系統整備計画立案
計画策定プロセスについて
 本機関は、地域間連系線の増強など、国内の基幹送電線の設備形成について主導的役割を担

う。広域系統整備計画は下記の「計画策定プロセス」により策定する。

 現在、「東北東京間連系線」の設備増強について検討中。「東京中部間連系設備（ＦＣ）」
の設備増強について本年６月に取りまとめた。

計画策定プロセスの流れ

広域系統整備計画の取りまとめ・公表

受益者・費用負担割合の決定

実施案・事業実施主体の募集・決定

広域系統整備の必要性・基本要件の決定

計画策定プロセスの進め方の決定

計画策定プロセス開始手続き

国の審議会等
からの要請

電気供給事業者
の提起

広域機関
の発議

東京中部間連系設備（ＦＣ）

容量：550→1120万kW
工事費：1590億円
工期：7～11年

東北東京間連系線

容量：210→300万kW
工事費：1850億円
工期：10年半
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④供給力・調整力の確保
供給計画とりまとめ

 Ｈ２６年度までは、一般電気事業者と卸電気事業者だけに供給計画（１０年間の需要見通し及び電
源の開発等の計画）の提出義務があったが、現在は、全ての電気事業法上の電気事業者※に、供給
計画を広域機関経由で国へ届出する義務がある（Ｈ２８年度より発電事業者も対象）。

 広域機関は、供給計画をとりまとめ需給バランス評価等を実施し、必要により意見を付して経済産
業大臣へ送付。（ｐ３４参照）

広域機関が取り
まとめて国へ届出

広域機関

送配電
事業者

発電
事業者

小売電気
事業者

広域機関へ供給計画を届出

国

H28年度以降の供給計画

電気事業者とは、電気事業のライセンスを付与された事業者。具体的には、経済産業大臣に届出した発電事業者、経済産業大臣に許可等を受けた送配電事業者、
経済産業大臣に登録した小売電気事業者である。

※
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⑤系統利用者の利便性向上
発電事業者の系統連系に伴う事前相談・接続検討

 広域機関の設立により、１万kW以上の発電設備の系統連系に関する事前相談および接続
検討は、広域機関へ申し込むことが可能となった（従来通り一般送配電事業者（旧一般
電気事業者送配電部門）へ直接申し込むことも可能）。

一般送配電事業者系統連系希望者 申込み

回答

申込み

回答

依頼

回答広域機関

妥当性を確認し、必要に応じて再検討を依頼

◆事前相談：発電設備の接続検討に先立ち、連系制限の有無に関する簡易的な検討（無料）
◆接続検討：発電設備の系統連系の可否、系統連系にあたって必要となる対策、系統連系

に係る工事に要する費用・工事期間に関する検討（一般送配電事業者が20万円
／件徴収）
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⑤系統利用者の利便性向上
系統アクセス～電源接続案件募集プロセス

 系統連系に際し、系統の増強が必要な場合、その費用の一部を発電事業者が負担※する場合がある。

※ 資源エネルギー庁がＨ２７年１１月に公表した「発電設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担等の在り方に関する指針」に基づき費用負担

 近年、系統の増強費用が高額のため、通常の契約申込手続では連系が進まないケースが増加。

 このため広域機関では、合理的な設備形成の実現に向け、広域機関又は一般電気事業者が、共同負担によ
る系統連系を希望する者を募集するプロセスをルール化（今年度からは広域機関に一元化）。

 現在、２３地域で、募集プロセスを実施中。（2015年度開始した一般電気事業者主宰の13件を含む）

発電者Ａ～Ｆは連系の意思があるものの、それぞれ
の接続検討回答における特定負担分に係る増強工事
費が高額（２万円/ｋＷ超）で、連系申込に至らない
（地域全体の連系が停滞）

広域機関又は一般電気事業者がオークション方式
等で連系希望者を募り、入札額の高い順に連系優
先順位をつけ、増強後の連系可能量を満たすまで
当選とする。

募集エリア

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

154kV送電線

275kV

変電所変電所

・空き容量不足
・対策工事費の特定負担が高額

（電源連系前はdown潮流）

（電源連系後はup潮流）
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⑤系統利用者の利便性向上
スイッチング支援システム

 スイッチングとは、需要者による電力会社（供給契約、託送契約）の切替のこと。

 広域機関は、スイッチングに関わる小売電気事業者や一般送配電事業者の業務をワンストップで円
滑に実施するためにスイッチング支援システムを提供。（H28年7月末現在、供給者変更148万件）

需要者 小売電気
事業者Ａ

（従前の供給者）

小売電気
事業者Ｂ

（変更後供給者）

一般送配電
事業者

電力供給契約
の切替

電力託送契約
の切替

支援

広域機関
スイッチング支援システム

エリア 情報照会※１ スイッチング※２

北海道電力株式会社 ４６７．１ ７５．７

東北電力株式会社 １８０．６ ４１．４

東京電力パワーグリッド株式会社 ５３８６．９ ８７３．０

中部電力株式会社 ５５０．８ １０９．４

北陸電力株式会社 ７８．６ ４．０

関西電力株式会社 １８３６．６ ３００．３

中国電力株式会社 ８８．３ ４．７

四国電力株式会社 ５９．２ ７．４

九州電力株式会社 ２７３．５ ６４．６

沖縄電力株式会社 ３３．５ ０
※１「情報照会」 ：設備情報（契約電力、自動検針の可否、検針日等）照会と使用料情報（過去１３か月の電力使用量）照会の合計値
※２「スイッチング」：スイッチング開始申請の件数

電力広域的運営推進機関公表値（H28年7月31日現在） （単位：千件）
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３．市場活性化と安定供給の両立を目指した

電力系統面の課題

i)再エネ大量導入と調整力確保のあり方



24調整力に関する検討
 従来、旧一般電気事業体制のもと、旧一般電気事業者の保有する電源のＧＦ機能※１、ＬＦＣ機能※2により一体的に
運用されてきたが、ライセンス制導入を踏まえた今後の調整力の公募や将来的な調整力調達市場の創設にあたっ
ては、安定供給や品質を確保した中で、公平な参入機会のもと効率的に調整力を確保するため、その要件や必要
量の明確化に取り組んでいく必要がある。

 現在、電力・ガス取引等監視委員会等において、今秋に予定される一般送配電事業者による調整力の公募要件の
検討がされており、広域機関としては、調整力（電源Ⅰ）の必要量を算定すべく、専門委員会にて議論を進めている。

10秒程度

停止中水力の起動

数分 数時間

ＧＦ

停止中火力
の起動

ＬＦＣおよび手動調整
による出力増

これまでは、区分せず一体的に確保し運用

【一次調整力】ＧＦ機能、直流設備による緊急融通制御機能、
瞬時に需要を制御する機能等、周波数変動の
抑制のため瞬時に活用される調整力

【二次調整力】ＬＦＣ機能に組み込まれて活用される調整力

【三次調整力】上記以外の一般送配電事業者の指令を受けて

活用される調整力

＜参考＞欧州ENTSO-Eにおける定義

発電
余力

エリア
需要

上げ
調整力

下げ
調整力

電源Ⅰ

(電源Ⅲ)

電源Ⅱ

(電源Ⅲ)

①

②

実需給断面
の調整力

調整力の
持ち方

※

※ 発電機の最低出力等
出力調整不可の部分

電源Ⅰ：一般送配電事業者が
アンシラリー・サービス用として
常時確保する調整電源。オンラ
イン制御可。
ｋＷ価格＋ｋＷｈ価格で精算。

電源Ⅱ：小売事業者の供給力と
一般送配電事業者の調整力の
共用電源。オンライン制御可。ｋ
Ｗｈ価格のみで精算。

電源Ⅲ：小売事業者の供給力
用の電源。オンライン制御不要。

※１発電機の回転速度を負荷の変動に関わらず一定の回転速度を保つように、動力である蒸気および水量を自動的に調整する装置である調速機（ガバナ）により、系統周波数の変化に追随して出力を増減させる機能

※2定常時における電力系統の周波数および連系線の電力潮流を規定値に維持するため、負荷変動に起因する周波数変化量や連系線電力変化量などを検出し、発電機の出力を制御する機能
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出所：環境省「電力需給調整システムについての検討」

出所：資源エネルギー庁「固定価格買取制度の運用見直し等について」

 需要と発電力を瞬時瞬時にバランスさせ周波数を維持するために、これまでの需要変動分に加え、太陽光
等自然変動電源の供給力変動分を考慮し、火力・水力等の出力調整を行うことが必要。

 調整力を担う火力は、再エネの導入増加に伴い、低利用率運転となり、経済性は低下。調整力として短時
間での出力増減を行うためには、常時系統並列する必要があるが、最低出力の制約も考慮することが必要。

再エネ大量導入と調整力確保の必要性
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＜参考＞九州電力の需給バランスの実例（２０１６．５．４）

出所：九州電力プレス発表資料「再エネの導入状況と至近の
需給状況について」（2016.7.21）



27＜参考＞ 前日想定誤差分析結果（九州電力の例）

需要
太陽光

[時]

※残余需要は、需要から太陽光発電の出力を差し引いたもの。上表は、太陽光以外の電源が供給すべき需要の想定誤差率に相当する。

※残余需要想定誤差率 ＝ ｛ (需要想定誤差)－(再エネ出力想定誤差) ｝ / (需要実績値)

※再エネの誤差はマイナス値（需要が増加する方向）として表記

※図中、太陽光発電出力誤差は符号を反転し記載

九州電力における残余需要・需要・太陽光発電出力の想定誤差率［平均＋2σの％］

残余需要

7時 8時 9時 10時 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時
残余需要 6.8 6.3 7.7 9.1 10.0 11.1 11.1 11.1 9.8 10.1 9.3 7.1 5.9
需　要 6.9 6.4 7.3 7.4 7.2 8.0 8.4 8.4 8.2 9.1 9.0 7.5 6.1
太陽光 -1.0 -2.8 -4.6 -6.1 -7.3 -8.0 -7.8 -7.4 -6.5 -5.3 -4.0 -2.0 -0.6

[%]

（対象期間：H25.12～H27.3(1年4ヵ月)）

 最も再エネ導入が進む九州電力では、需要の想定誤差（これまでの必要予備力として考慮済）と
同等レベルの太陽光発電の出力想定誤差が発生していることを確認。

出所：広域機関第６回調整力等に関する委員会資料
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供給区域の
調整力を
超える

広域機関から連系線潮流の
目標値を送信し、他供給区
域の調整力を活用

調整電源

広域機関

供給区域全体の
周波数変動

供給区域Ａ（調整元）
一般送配電事業者

供給区域Ｂ（調整先）
一般送配電事業者

連系線潮流を
目標値に合わせる
よう供給区域Ｂで
調整

連系線
再エネ電源

① ②
③

④

 系統規模が小さい供給区域に、大量の再生可能エネルギーが導入されると周波数の調整力が不足。それ
に備え、周波数変動を連系線を介して調整する仕組みを導入した。

広域周波数調整

下げ調整力不足時の抑制順位（※）

① 一般送配電事業者からオンラインで調整できない火力電源等
（バイオマス混焼を含む）の発電機の出力抑制及び一般送配電
事業者からオンラインで調整できない揚水式発電機の揚水運転

② 長周期広域周波数調整（連系線を介して他エリアの下げ調整
力等を活用した周波数調整）

③バイオマス専焼電源の出力抑制

④ 地域資源バイオマスの出力抑制

⑤ 自然変動電源の出力抑制

⑥ 広域機関指示に基づく措置（電事法第28条の４４第1項に基
づく下げ代不足融通指示）

⑦長期固定電源の出力抑制

（※）「一般送配電事業者が調整力として予め確保した発電機の出力抑制
及び揚水式発電機の揚水運転」、「一般送配電事業からオンラインで調整
ができる発電機の出力抑制および揚水式発電機の揚水運転」を実施しても
なお下げ調整力が不足する場合
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３．市場活性化と安定供給の両立を目指した

電力系統面の課題

ⅱ)競争市場における長期供給力確保のあり方



30
供給力確保の課題とその対応

これまでは、各エリアの一般電気事業者が必要な供給力を確保する義務
を負っていた。

全面自由化とライセンス制の導入により、エリア全体の供給力を担保する
事業者が不在となった。
 小売電気事業者には一応、法律上の供給力確保義務が課される。しかし義務履行は
当日であり、市場調達による履行も認められる。長期から電源を確保する責務など
負っていない

 一般送配電事業者は、周波数維持のための調整力確保には責任を負うが、小売電気
事業者が将来使う予定の供給力確保の責任は負っていない。長期から供給予備力を
確保する義務までは負わない

 発電事業者は完全なる自由競争、退出するも自由

供給計画における需給バランス評価等を通じて必要な供給力の不足が
懸念されることもあり得るため、供給力確保のセーフティネットとして、広
域機関自らが電源を調達する仕組みを導入した。

国

一般送配
電事業者

広域機関

供給責任



31平成２８年度供給計画取りまとめ結果
 東京エリアＨ３３，３４年度を除き、予備率８％以上確保の見通し。（関西エリアは、中国エリアからの融通を考慮す
れば８％確保可能。）

 東京エリアは火力リプレース工程の狭間に一時的に予備率が低下するが、今回の供給計画では、発電ライセンス
未取得の事業者の新規開発電源の供給力が捕捉できていないこと、更に、再稼働されていない原子力発電の供
給力が未定で計上されていないことを考慮すると、この結果をもって直ちに安定供給に支障があるとは言えない。

平成28年～平成37年８月の予備率



32小売電気事業者の供給力確保状況

 多くの小売電気事業者、特に中小規模の事業者は、現時点では中長期の供給力を「調達先未定」として計画している。



33電源開発及び休廃止計画の推移

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

百万ｋＷ

石炭（開発） ＬＮＧ（開発）

石炭（休廃止） ＬＮＧ（休廃止）

石油（休廃止） 開発・休廃止合計

中長期の電源開発及び休廃止計画（送電端供給力ベース、Ｈ２８以降の累計）

開発分

休廃止分

 開発及び休廃止に伴う供給力は、開発に先行して行われる休廃止等に伴い、平成２８年度から平成３４年度まで減少
傾向が続くが、平成３５年以降、新規電源等の運転開始に伴い、増加に転じる。



34供給計画取りまとめにあたり経済産業大臣へ提出した意見



35電源入札プロセス

落札者決定・公表・契約締結

入札受付～締切

募集要綱の策定（提案募集）及び公表

基本要件の検討（委員会）

需給バランス評価等の報告（年１回・委員会）

必要な調整力・予備力が確保できているか リスク対策としての発電設備の確保が必要か

入札実施決定（評議員会審議・理事会決議）

落札候補者の評価（委員会）

評議員会に進捗報告（建設工程・稼働状況・費用支払の状況）

発電設備の新増設 休止又は廃止電源の再起動 既存発電設備の維持

Ａ．広域機関による発議
Ｂ．一般送配電からの

検討要請
Ｃ．国からの検討要請

入札実施の判断材料

判断基準

供給力確保の方法

供給計画 会員等への聴取
リスク分析（※）

（規程第１０２条第４項）

需給検証・入札実施の必要性検討（委員会）

※必要に応じて実施

出所： 第7回制度設計ＷＧ

 広域機関は、供給計画の取りまとめ等に基づき、需給変動リスク分析を実施の上、供給力不足が懸念される場合には
電源入札等のプロセスを開始することになっている。

 供給計画の取りまとめにあたり、国に対しても、将来の安定供給を確実に確保するため、国民負担とのバランスに配慮
しつつ、容量メカニズムの導入等も含め、実効性のある供給力確保のあり方についての検討を要望した。
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３．市場活性化と安定供給の両立を目指した

電力系統面の課題

ⅲ)連系線利用ルールの見直し



37これまでの連系線利用ルールの概要と課題

Ａエリア Bエリア

【先着優先】
時刻登録順に
容量登録

【空おさえの禁止】
利用計画の減少が判
明した段階で、確保
していた容量の減少
分を開放

運用

容量

計画

潮流

 連系線利用の原則

 先着優先：登録時刻が先であるものを連系線の利用順位の上位とする

 空おさえの禁止：他事業者の連系線利用を阻害しない

 浮かび上がってきた課題

 東北東京連系線は検討提起した
発電事業者が特定負担するが、
空容量は利用者にどう割り当てる
か。（一方ＦＣは全額一般負担）

 容量登録時の金銭的負担はない
ため、とりあえず確保しておき、直
前に手放す行動に陥りがち。

（長期は混雑、至近は空ありの傾
向）

 １秒を争う先着優先の容量登録方
法が本当に公正か。（情報の非対
称性の課題はないか。）
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概要

（１）先着優先による利用計画の
割当て

○我が国の現行ルール。
○連系線利用登録を、先着優先の考え方に基づき、連系線利用者に対して割当て。
○利用登録は無料。

（２）オークションによる送電権の
割当て（Explicit auction）

○欧州域内国際連系線（年間オークション）で採用。

○連系線利用権を「送電権」という形の権利として位置付け、オークション方式により、連系線利用
者に対して割り当て。
○送電権は、転売も可能。

（３）市場取引の活用によるメリット
オーダー順の利用割当て
（Implicit auction）

○ＰＪＭで採用。

○連系線の利用希望者は、エネルギー市場に対して入札を行い、約定価格より低い価格を入札し
た者が、結果として、連系線を利用できることとなる仕組み。
○連系線利用者が、連系線を介して相対取引を行う場合は、差金決済契約を活用。
○市場間値差リスクをヘッジする観点から、金融的送電権（FTR: Financial Transmission Right）を、
オークション方式により提供。

（４）その他 ○比例配分（プロラタで割当て）

○再給電方式（割当ては行わず、連系線容量を超えることが見込まれる場合は、ＴＳＯが逆潮流を
流す。）
○上記を組み合わせた形態も存在（ハイブリッド型：ベルギー・フランス・オランダ間国際連系線等。）。

 現行の地域間連系線における先着優先ルールを見直すために、広域機関において、有識者による「地域間連系線の利用ルー
ル等に関する勉強会」を設置し、中間取りまとめを実施し、公表した。

 公平性・公正性を確保するとともに、市場取引量増加のため、「間接オークション」を導入する方向性で、更なる詳細検討を進め
ていくことが適当と整理。今後は「地域間連系線の利用ルール等に関する検討会」と名称変更し、引き続き検討する。

 「間接的オークション」の導入にあたっては、既存の発電・小売間の私契約の見直し、長期固定電源への対応、一部発電事業者
の特定負担により建設される連系線増強への対応方法等が今後の検討課題。

「地域間連系線の利用ルール等に関する勉強会」における検討状況
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４．おわりに
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戦後最大の電力システム改革の第1弾として、電力系統を利用する全電気事業者
を会員とする広域機関をH27年4月に設立し、需給の監視・指示、系統ルールの策
定、個別連系線の増強計画の策定等の活動を精力的に行ってまいりました。

広域機関は、系統利用者、運用者と緊密な連携を図り、H28年4月開始の小売全
面自由化を始めとする電力システム改革第2弾の円滑な運用の定着化に向け全
力で取り組んでおります。

合わせて、更なる電力システム改革の進展に備え、安定供給と市場の活性化の両
立をめざし、関係個所と連携しつつ、電力系統面の諸課題解決に向け積極的に取
り組んでまいります。

まとめ ～広域機関発足からの振り返りと今後の展望～
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御清聴ありがとうございました。

http://www.occto.or.jp/


